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海洋基本計画の中の離島の位置づけ

海洋基本計画（国政局所管部分） 本文抜粋

海洋基本計画（平成20年3月18日閣議決定）

第１部 海洋に関する施策についての基本的な方針
１ 海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和

１０ 離島の保全等

我が国の海域に広く点在している離島は、広大な管轄海域を設定する根拠の重要
な一部をなし、あるいは海上交通の安全の確保、海洋資源の開発及び利用、海洋
環境の保全等に重要な役割を果たしている。このため、海洋政策推進上の離島の

洋

１ 海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和
２ 海洋の安全の確保
３ 科学的知見の充実
４ 海洋産業の健全な発展
５ 海洋の総合的管理
海 際 協

位置付けを明確化し、その保全・管理を適切に実施することが重要である。
また、多くの離島では、高齢化や人口減少が進行しており、長い歴史を有する集落

の衰退等も懸念されていることから、離島の振興のため、定住環境の整備等に取
り組むことが重要である。
（１）離島の保全・管理
ア 海上の安全の確保 イ 海洋資源の開発及び利用の支援６ 海洋に関する国際的協調

第２部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的
に講ずべき施策
１ 海洋資源の開発及び利用の推進

ア 海上の安全の確保 イ 海洋資源の開発及び利用の支援
ウ 周辺海域等の自然環境の保全 エ 保全・管理に関する方針の策定
（２）離島の振興

離島の自立的な発展を促進し、住民の生活の安定及び福祉の向上を図り、あわせ
て離島が海洋政策上の役割を担っていけるよう、離島に特有の課題に対応して、
地域における創意工夫をいかした定住・雇用促進等の施策を推進する必要があ海洋資源の開発及び利用の推進

２ 海洋環境の保全等
３ 排他的経済水域等の開発等の推進
４ 海上輸送の確保
５ 海洋の安全の確保
６ 海洋調査の推進

地域における創意工夫をいかした定住 雇用促進等の施策を推進する必要があ
る。

離島の交通を安全かつ安定的に確保するため、交通基盤を整備するとともに、離
島航路・航空路の維持及び利便性の向上を支援する。離島の燃油価格が本土に
比べ割高となっているため、流通の効率化への取組を支援する。高度情報化社会
の進展に伴い本土との情報格差の是正を図るため、高度情報通信ネットワークの

６ 海洋調査の推進.
７ 海洋科学技術に関する研究開発の推進等
８ 海洋産業の振興及び国際競争力の強化
９ 沿岸域の総合的管理
１０ 離島の保全等

国際的な連携 確保及び国際協力 推進

構築を推進する。医療体制の整備を推進するとともに、医療機関の機能分担と広
域的な連携の促進を通じ、適切な医療提供体制の確保を図る。さらに、自然災害
から離島住民の生命、財産等を守るための施設の整備や住民への迅速な情報伝
達手段の確保その他の離島における定住環境の向上のための生活基盤の整備を
推進する。

方 基幹産業である水産業に関しては 漁獲物の輸送等販売 流通面で不利な１１ 国際的な連携の確保及び国際協力の推進
１２ 海洋に関する国民の理解の増進と人材育成

第３部 海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに必要なその他の事項

一方、基幹産業である水産業に関しては、漁獲物の輸送等販売・流通面で不利な
条件にあることに加え、漁業者の減少、高齢化が進んでいることから、離島漁業の
再生のため、漁業者が行う漁場の生産力の向上に関する取組等を支援する。農業
についても、離島の特性をいかした地域作物の導入や高付加価値化等の取組を
支援する。海岸景観、希少な海洋の生物等を有する自然環境をいかしたエコツーリ
ズムや保養・療養活動、クルージング、農林水産業と連携した体験・滞在型観光、
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項
１ 海洋に関する施策の効果的な実施
２ 関係者の責務及び相互の連携・協力
３ 施策に関する情報の積極的な公表

ズムや保養 療養活動、クル ジング、農林水産業と連携した体験 滞在型観光、
国際的な地域文化交流等魅力ある離島観光の振興等の雇用促進、産業振興策を
促進する。さらに、離島の産業振興の基盤となる道路、港湾、農林水産基盤等の
社会資本の整備を推進する。



離島地域（離島、奄美群島、小笠原群島）の概要

我が国の島嶼の構成我が国の島嶼の構成

・ 我が国は６，８５２の島嶼により構成されている。
このうち 本州 北海道 四国 九州及び沖縄本島を除く６ ８４７島が離島である・ このうち、本州、北海道、四国、九州及び沖縄本島を除く６，８４７島が離島である。

・ これらのうち離島振興法による振興対策実施地域に含まれる有人離島は２５７島である。

・ 奄美群島振興開発特別措置法の対象となる有人離島は８島である。
・ 小笠原諸島振興開発特別措置法の対象となる有人離島は４島である・ 小笠原諸島振興開発特別措置法の対象となる有人離島は４島である。

○日本の島嶼の構成
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257 251（一般離島）

(本州、北海道、四国
九州及び沖縄本島)

6,852 308 （離島振興法）

(全島嶼） 421 6 （北海道離島)

(有人島)

113 51 39

(法対象)

6,847

(離島) 113 51 39
(沖縄振興特別措置法)6,426

(無人島) 8
(奄美群島振興開発特別措置法)

(法対象外) (その他の法律)

(離島)
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4
(小笠原諸島振興開発特別措置法)



離島振興法の概要

離島の有する役割
【離島振興法の目的】

離島の有する役割我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、自然環境の保全等に重要な役割を担っている離
島について、産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある状況を改善するとともに、離島
の地理的及び自然的特性を生かした振興を図るため、地域における創意工夫を生かしつつ、その基礎条件の改
善及び産業振興等に関する対策を樹立し、これに基づく事業を迅速かつ強力に実施する等離島の振興のための善 産 振興 関す 策 樹 、 事 強 実 す 島 振興
特別の措置を講ずることによって、離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図り、あわ
せて国民経済の発展及び国民の利益の増進に寄与することを目的とする。

【離島振興法の体系】 【離島振興法に係る施策及び特例措置等】【離島振興法の体系】

離島振興基本方針の策定（法第3条）

【国土交通大臣、総務
関係

【国土交通大臣、総務
農 産 】

【国土審議会】

離島振興対策実施地域の指定（法第2条）
■離島振興計画に基づく事業への 補助
（嵩上げ）

【離島振興法に係る施策及び特例措置等】

大臣、農林水産大臣】

離島振興対策実施地
域の指定、公示

意
見

関係
行政
機関
の長

大臣、農林水産大臣】

離島振興基本方針の

策定、公表

協
議

意
見

離島振興に関する重要事
項の調査審議、関係行政
機関の長への意見具申
（法第２１条）

■医療の確保等

■税の特例
・国税の特例措置
（所得税・法人税の特別償 却）

法：離島振興法（昭和２８年法律第７２号）

【都道府県】 【国土交通大臣、総務 【国土交通大臣、総務

離島振興計画の策定（法第４条）

・地方税の課税免除又は不均一課税に伴う
措置（地方税の課税免除に伴う減収補填）

■配慮事項
・国の予算への計上
地方債 の特別配慮【市町村】

離島振興計画
（案）の作成

【都道府県】

市町村計画（案）を反映し、離
島振興基本方針に基づき、離
島振興計画を策定

国土交通大臣、総務大臣、農

大臣、農林水産大臣】

関係行政機関の長へ
計画を通知

【国土交通大臣、総務
大臣、農林水産大臣】

計画が離島振興基本

方針に適合していると
認められるときは、そ
の旨都道府県に通知

意見

・地方債への特別配慮
・交通確保

・農林水産業振興、教育充実 ・地域間交流
促進等

4
国、地方公共団体その他の者による、離島振興計画に基づく事業の実施（法第５条）

国土交通大臣、総務大臣、農
林水産大臣へ計画を提出 関係行政機関の長



奄美群島振興開発特別措置法

奄美群島振興開発特別措置法の概要

奄美群島振興開発特別措置法

昭和２９年６月２１日法律第１８９号
改正：平成２１年３月３１日法律第８号

(平成２５年度まで法期限を延長)

奄美群島振興開発基本方針

(約５年ごとに政府提案で期限を延長、制定時及び昭和30年８月
の改正は議員立法（制定者：保岡武久議員ほか））
所管大臣：国土交通大臣（主務）、総務大臣、農林水産大臣

奄美群島振興開発基本方針

平成２１年６月１６日告示［主務大臣］

奄美群島振興開発計画

平成２１年１０月７日決定［鹿児島県］

国庫補助率の嵩上げ

○別表（法第６条関係）に定める事業
道路、港湾、空港、漁港、簡易水道、

振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供
給するため、一般の金融機関が行う金融を補
完 又は奨励することを目的に設立

奄美群島における自然的及び地理的特性そ
の他の特殊事情を踏まえ、国において補助

各種事業の実施(法第6条第5項)
(独)奄美群島振興開発基金による

金融面からの支援

し尿・ごみ処理施設、海岸、河川、義
務教育施設 等

○他の法令による財政上の特別の助成
土地改良、林道整備事業等

完、又は奨励することを目的に設立。
第１次産業から第３次産業まで、群島内の事
業者等を対象に、実態に見合ったきめ細かな
信用保証を実施するとともに、地域の特性に
即した業種に対し重点的に融資を実施。

する必要のある事業を支援。
○はぶ咬症の予防及び治療に要する事業
○さとうきびの生産合理化に関する事業
○各種調査等

奄美群島振興開発予算について
（昭和４９年３月２９日閣議了解）

奄美群島振興開発計画に基づく事業に要する経
費のうち公共事業関係費については 事業の総

＜その他の支援措置＞

所得税・法人税の特別償却制度

奄美群島振興開発事業実施要領

費のうち公共事業関係費については、事業の総
合性を確保するため、昭和４９年度からその予
算を国土総合開発庁の所管に一括して計上し、
その使用に際しては、各省所管に移し替えるよ
う措置するものとする。[一括計上、移替執行]

地方税の課税免除又は不均一課税



小笠原諸島振興開発特別措置法

小笠原諸島振興開発特別措置法の概要

昭和４４年１２月８日法律第７９号
改正：平成２１年３月３１日法律第８号
（平成２５年度まで特別措置法を延長）

小笠原諸島振興開発特別措置法

（法第３条）小笠原諸島振興開発基本方針

平成２１年６月１６日告示

（法第４条）小笠原諸島振興開発計画（平成21年度～25年度）

平成２１年１２月２２日公告［東京都］

法第６条
(政令で定める事業)
産業基盤施設等整備

法第７条 (国土交通大臣が当該事業の主務大臣と協議して指定する事業)
・産業基盤施設等整備
(農業試験地 水産センタ 自然公園 等)

（特別の助成）

・産業基盤施設等整備
(港湾、漁港)
・生活基盤施設等整備
(道路、簡易水道、教育施設) 

(農業試験地、水産センター、自然公園 等)
・生活基盤施設等整備
(住宅、地域し尿処理施設、砂防、地すべり 等)
・小笠原諸島振興開発費補助金 (病害虫等防除対策、診療所運営、各種調査) 等

法第２０条 (予算の見積り等の事務)
振興開発計画に基づく事業の予算に関する見積り及び執行に関する

国の事務は、国土交通省において掌理する。〔一括計上、直接執行〕
※全額行政部費

（補助金の率の定め）小笠原諸島振興開発事業費補助金交付要綱



離島振興関係予算（離島・奄美群島・小笠原諸島）の状況

離島地域等が担う国家的・国民的役割の重要性にかんがみ 離島振興法 奄美群島振興開発特別措置法離島地域等が担う国家的 国民的役割の重要性にかんがみ、離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、
小笠原諸島振興開発特別措置法に基づく事業や地域の創意工夫ある取組を支援し、地理的及び自然特性を
生かした地域の自立的発展を推進する。

産業基盤及び生活環境等の改善（公共事業） （平成２２年度当初予算：７７ ７２０百万円）
平成２３年度当初予算：５８，９５０百万円

産業基盤及び生活環境等の改善（公共事業）

産業基盤や生活環境整備が他の地域と比較して低位にある状況を改善するため、道路・港湾等の交通基盤、農林水産業等の産業基盤、
下水道等の生活環境、治山・治水、海岸事業等の国土保全・防災対策の重点的な整備を推進する。

（平成２２年度当初予算：７７，７２０百万円）

地域の創意工夫を生かした取組等の推進（非公共事業）
平成２３年度当初予算：２，１８４百万円

（平成２２年度当初予算：２，１０９百万円）

地域の特性に応じた産業振興や観光振興を図るため、地域の再生・活性化に向けた環境づくりなど、地域の主体的・創意工夫ある取組を
支援する。

○離島体験滞在交流促進事業

離島における体験事業等の実施による交流の促進

支援する。

離島 奄美群島・小笠原諸島

○小笠原諸島の
世界遺産登録に

○奄美ミュージアム交流ネットワーク
形成推進事業

に必要な施設等の整備、体験事業等の活用プログラ
ムの作成や交流のための各種事業を支援し、離島で
の滞在や体験を通した交流人口拡大による離島地
域の活性化を図る。

世界遺産登録に
向けた取組

自然の保護と利用
の両立を図るための
ルールを指導するた○地域資源・新しい公共を活用した観光・地域活性化推進調査

奄美群島をまるごと博物館に見立てた「奄美ミュージア
ム構想」の効果的な事業展開を図る体制の整備、特産
品販売の窓口となる組織の強化、販路拡大に向けた
取り組みを支援し、
自立的発展に向け
た振興を促進 ルールを指導するた

めのガイドを養成。

裸地化した土地の
土壌流出防止のため
の植生回復を実施

○離島地域における流通・産業構造の把握・分析調査

○地域資源・新しい公共を活用した観光・地域活性化推進調査

離島地域の活性化を推進するため、NPO等の「新しい公共」との連携によ
る取組、離島への定住促進、特産品の販路拡大等を支援する。

た振興を促進。

○情報通信産業インキュベート施設
整備事業

高付加価値果樹 特産品黒糖焼酎

の植生回復を実施。
離島及び周辺圏域における物流や各産業の関連性に着目し、流通・産業

構造及び諸課題等を明らかにする等の離島振興方策の企画・実施及び次
期離島振興法改正に資する。

備
離島である奄美群島の地理的不利性を克服可能な

数少ない産業である情報通信産業の拠点となる施設
整備を実施。



離島の概況等①

離島の有する役割離島の有する役割

○我が国の排他的経済水域等の概念図○国家的役割
・・・領域や排他的経済水域等の保全、

礼文島海洋資源の利用、自然環境の保全等

○国民的役割
・・・海岸等の自然とのふれあいを 佐渡島

隠岐島

対馬島

五島列島

各国の排他的経済水域等面積
国　　名 面　　積

アメリカ 762万k㎡
オーストラリア 701万k㎡
インドネシア 541万k㎡
ニュージーランド 483万k㎡
カナダ 470万k㎡

㎡

・・・海岸等の自然とのふれあいを
通じた癒しの空間の提供等

○離島振興対策実施地域の概要 （H23.4時点）

奄美大島

五島列島

南鳥島

八丈島

小笠原

日本 447万k㎡

地域数 76

沖ノ鳥島

与那国島

指定有人離島数 257

関係市町村数 110

排他的経済水域等の面積（447.3万㎢）

関係市町村数 110

面積
（対全国比）

5,209㎢
(1.38%)

人口 426千人

（出典）H17年国勢調査（総務省）、離島統計年報２００８

は世界で6番目の広さ

※国土交通省離島振興課資料より

人口
（対全国比）

426千人
（0.33%)
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離島の概況等②

○離島と他の条件不利地域等の人口減少率の比 ○離島類型別の人口減少率○離島と他の条件不利地域等の人口減少率の比
較

○離島類型別の人口減少率

1.00 1.00 1.00

0 95

1.01

0 96
0.98
1.00
1.02 Ｈ１２年度 Ｈ１７年度

1.00 1.00

0.940 95

1.00

1.05
平成１２年 平成１７年

本土近接型で
１４％減少

離
島
の
人

0.92

0.95

0.88
0.90
0.92
0.94
0.96

0.86

0.80

0.85

0.90

0.95

離島人口は
８％減少

１４％減少人
口
減
少
率0.86

離島 過疎地域 全国

0.75

本土近接 本土近接以外
率

離島と他 条件 地域等 高齢者 率 較 ○離島類型別の高齢者比率

離
島
の
高

33% 30% 20%
80%

100%
高齢者他 高齢者

離島 高齢者

39% 27%80%

100%

高齢者以外 高齢者

○離島と他の条件不利地域等の高齢者比率の比較 ○離島類型別の高齢者比率

高
齢
者
比
率

67% 70% 80%

0%

20%

40%

60% 離島の高齢者
比率は３３％

61% 73%

0%

20%

40%

60% 本土近接離島の
高齢者比率は

３９％

率0%

離島 過疎地域 全国

0%

本土近接 本土近接以外

● 離島の人口減少率及び高齢者比率は 他の条件不利地域と比較して高い

（出典）H17年国勢調査（総務省）、離島統計年報２００８

● 離島の人口減少率及び高齢者比率は、他の条件不利地域と比較して高い。
● 特に本土に近接する離島の方が、人口減少率及び高齢者比率が高い。
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離島所管自治体へのアンケート調査結果（重点的な取組分野）

アンケート調査結果（重点的な取組分野）アンケ ト調査結果（重点的な取組分野）

■これまで、「インフラ整備」「観光・交流」「島外交通」「産業」「医療」等の分野で、重点的な取組が行われ
てきた。

■今後は 「観光・交流」「産業」「島外交通」「医療」「インフラ整備」等の分野で 重点的な取組を行う意■今後は、「観光・交流」「産業」「島外交通」「医療」「インフラ整備」等の分野で、重点的な取組を行う意
向。
■また、国への支援については、「島外交通」「医療」「インフラ」「産業」「福祉」等の分野で期待が大きい。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用創出

UIJﾀｰﾝ者支援

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業

自然エネルギーUIJﾀ ﾝ者支援

輸送ｺｽﾄ縮減

インフラ整備

自然エネルギー

生活

医療

これまで重点的に

取り組んだ分野

今後重点的に

人材育成・

多様な主体の活用

島外交通

医療

福祉

教育

今後重点的に

取り組む分野

国の支援を

期待する分野

島内交通

情報基盤

観光・交流

国土保全

※ 本グラフは、アンケートで調査した「これまでの重点取組」「今後の重点取組」「国の支援期待」各々について、上位５分野を合わせて集計（１位から５位
までの区別無く集計）したものである。（例えば、表中の１００％とは、１３３の全自治体が当該分野を上位５位以内として回答したことを意味する。）
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離島所管自治体へのアンケート調査結果（これまで及び今後の重点的取組分野等の関係）

＜これまで及び今後の重点的取組＞ ＜今後の重点的取組及び国支援の期待＞＜これまで及び今後の重点的取組＞
■「観光・交流」「島外交通」「産業」「医療」の分野につい
て、これまでもまた今後も重点的に考えている。

■「福祉」「雇用創出」の分野について、これまで以上に今
後の重点的な取組に対する意向が大きい。

＜今後の重点的取組及び国支援の期待＞
■「島外交通」「医療」「インフラ整備」の分野について、今後重
点的な取組の意向があり、国支援の期待も大きい。
■「産業」「観光・交流」の分野は、今後の取組の意向は大きい
ものの、国支援の期待は相対的に低く、地方公共団体自身で

80%80%

後の重点的な取組に対する意向が大きい。
■一方、「インフラ整備」 は、引き続き重点的取組の意向

はあるものの、これまでと比較して今後の重点的取組の意
向は相対的に低い。

やっていこうとする姿勢が伺える。
■一方、「輸送コスト」 は、今後の重点的な取組の意向は小さ
いものの、その割には国への支援の期待は大きい。

島外交通

医療

60%

80%

島外交通
産業

観光・交流

60%

80%

今
後 国

インフラ整備

産業
40%インフラ整

医療

福祉
40%

後
重
点
的
に
取
り

国
の
支
援
を
期
待

雇用創出

輸送ｺｽﾄ縮

減 情報基盤

産業

生活

福祉

観光・交流
国土保全

20%

雇用創出

UIJﾀｰﾝ者

備

人材育成・多

様な主体の活

用 情報基盤

生活
20%

り
組
む
分
野

待
す
る
分
野

UIJﾀｰﾝ者支援
人材育成・多

様な主体の活

用
島内交通

自然エネル

ギー 教育

0%
0% 20% 40% 60% 80%

支援

輸送ｺｽﾄ縮減

用

島内交通

自然エネル

ギー

教育
国土保全

0%
0% 20% 40% 60% 80%

れま 重点的 取り組んだ分野 今後重点的 取り組む分野これまで重点的に取り組んだ分野 今後重点的に取り組む分野

※本グラフは、アンケートで調査した「これまでの重点取組」「今後の重点取組」「国支援期待分野」各々について、上位５分野を合わせて集計（１位から５
位までを区別なく集計）したもの（例えば、 １００％とは、１３３の全自治体が当該分野を上位５位以内として回答したことを意味する）について、各々の分野
の“これまで”、“今後”、“国支援期待”の関係を示したものである。 11



インフラ整備①（離島の公共事業予算の推移）

■公共事業予算については、平成９年度をピークに、減少の一途。
平成２２年度予算が平成９年度に比べ、全国平均約６割に対して、離島は約３割。
このため、今後とも、必要な離島予算の確保が求められる。このため、今後とも、必要な離島予算の確保が求められる。

■離島の公共事業の内訳では、「水産基盤」が最も大きく、次いで「道路」「港湾」が続く。
このシェアの順番は、近年変わっていない。

全国及び離島地域における公共事業費の推移 離島地域における公共事業の内訳（割合）の推移

12



インフラ整備②（アンケート調査結果）

■インフラ整備に いて これまでの取組としては 「道路 「水産基盤 「港湾 が大きい■インフラ整備について、これまでの取組としては、「道路」「水産基盤」「港湾」が大きい。
■今後の取組としては「道路」「港湾」「水産基盤」の意向が大きい。
■また、国の支援の期待については「道路」「水産基盤」「港湾」が大きい。
■以上、これらは離島の公共事業予算の上位３つと同じものとなっている。

これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

■以上、これらは離島の公共事業予算の上位３つと同じものとなっている。

Ｎ=98自治体（「インフ

ラ整備」を５位以内とし
て回答した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=55自治体（「インフ

ラ整備」を５位以内とし
て回答した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=60自治体（「インフ

ラ整備」を５位以内とし
て回答した自治体数）
※複数回答可

6
10

0 10 20 30 40 50 60

治水

海岸

3
10

0 10 20 30 40 50 60

治水

海岸

10
11

0 10 20 30 40 50 60

治水

海岸

（件数） （件数） （件数）

10
33

4
1

25

海岸

道路

下水道

公園

港湾

10
41

1
1

26

海岸

道路

下水道

公園

港湾

11
62

25
5

46

海岸

道路

下水道

公園

港湾 25
10

6
7

港湾

空港

治山

農業農村

26
7

3
12

港湾

空港

治山

農業農村

46
5

12
16

港湾

空港

治山

農業農村

2
30

11
4

森林整備

水産基盤

水道

廃棄物処理

2
24

8
2

森林整備

水産基盤

水道

廃棄物処理

2
53

27
8

森林整備

水産基盤

水道

廃棄物処理

※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、
「インフラ整備」を上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。

4
4

廃棄物処

その他

2
4

廃棄物処

その他

8
8

廃棄物処

その他
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交通体系の整備①

離島航路の状況

値上無値上有

離島航路の状況

現状維持

している

航路
84%

減便又は

廃止した

航路 値上無
66%

(127航路)

34%
(66航路)

84%
(163航
路）

航路
16%

(30航路)

○離島航路減便・廃止の割合 ○離島航路値上げの割合

※H22 国土交通省離島振興課調べ ※H22 国土交通省離島振興課調べ

・ 離島航路の利用者数はH14年とH18年を比較すると約１１％減

※H22 国土交通省離島振興課調

※本フォローアップにおける離島航路は、離島振興対策実施地域の離島から就航している航路である。

・ 離島航路の利用者数はH14年とH18年を比較すると約１１％減。

・ 離島航路の１６％で減便又は廃止。３４％で運賃値上げを実施。

●減便又は廃止により、離島－本土

間の往復が不便となり、通院や買物

●離島は、家計に占める交通費に
関する支出が全国平均より２～５割間の往復が不便となり、通院や買物

等様々な分野に影響が出ている。 高く、航路値上げの影響は大きい
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交通体系の整備②（アンケート調査結果（航路））

■島外交通（航路）については、これまでもまた今後とも、重点的な取組としては「航路事業者への直接支援」が最も多い。■島外交通（航路）については、これまでもまた今後とも、重点的な取組としては 航路事業者 の直接支援」が最も多い。
■これまでの重点的な取組として、事業者への対応として「航路事業者への直接支援」等、周辺整備として「航路事業者向けのハード対策」
が行われてきた。
■今後の取組としては、事業者への対応として「航路事業者への直接支援」、利用者への対応として「運賃低廉化」や「航路利用者の増（例え
ば、観光客誘致等航路利用の働きかけ）」の意向が大きい。
■また 国の支援の期待についても事業者への対応として「航路事業への直接支援」 利用者への対応として「運賃低廉化」 が大きい

これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

■また、国の支援の期待についても事業者への対応として「航路事業への直接支援」、利用者への対応として「運賃低廉化」 が大きい。

Ｎ=74自治体（「島外交

通」を５位以内として回
答した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=79自治体（「島外交

通」を５位以内として回
答した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=104自治体（「島外

交通」を５位以内として
回答した自治体数）
※複数回答可
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4

就航航路の見直し
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その他
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へ
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運賃低廉化

航路利用者の増

他の公共交通機関
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応
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1
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との連携主
に
利

用
者

へ
の
対

応
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27

6

運賃低廉化

航路利用者の増

他の公共交通機関

との連携利
用
者
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対
応

1

23

12
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その他

航路利用者向けの
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に
利
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備

2

11

9

との連携

その他

航路利用者向けの
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就航船舶向けの
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※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、
「島外交通」を上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。 15
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高度情報通信ネットワーク等の充実

離島におけるブロードバンド 様々な分野で活用されるブロードバンド離島におけるブ ドバンド

ブロードバ

ンド利用

可能

ブロードバ

ンド利用

不能 ○産業分野・・・システム開発会社 コールセンター

様々な分野で活用されるブロ ドバンド
○医療分野・・・テレビ電話による遠隔診療、インター

ネットを経由したＣＴデータ読影

○島民利用・・・公共施設に住民用開放端末を設置し、
島民が自由にインタ ネ ト利用可能

可能
96%

(248島)

不能
4%

(10島)

○産業分野・・・システム開発会社、コ ルセンタ
運営企業誘致

○ブ ドバ ドが利用 きな 離島は

島民が自由にインターネット利用可能

※ H22国土交通省離島振興課調べ
※ ブロードバンド利用可能には携帯ブロードバンドを含む

○離島におけるブロードバンドの利用状況

ブロードバンドを利用したテレビ診療
（新潟県 粟島浦村 粟島）

○ブロードバンドが利用できない離島は
２５８島のうち１０島のみ

○離島におけるブロードバンドは普及し

取組のきっかけ
・ 高齢者比率が48％ と高く、無医村離島であるため、
本土までの移動時間、交通費等が患者負担の課題

（新潟県 粟島浦村 粟島）

○離島におけるブ ド ンドは普及し
てきている（Ｈ２３．３見込み）

○テレビ電話による遠

今後の離島におけるブロードバンド
サービスの課題は、高速大容量通信に
対応すべく 光ファイバー等超高速イン

隔診療

出張診療をしなくても
診察可能な症状には
遠隔診察を導入し、
患者の交通費 移動対応すべく、光ファイバ 等超高速イン

フラの整備を加速化させることが必要。
患者の交通費、移動
の負担を軽減
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農林水産業の振興①

離島における農林水産業の状況 農林水産業振興の取組

3901 40674000

4500

離島における農林水産業の状況
厳しい状況の中でも各地で様々な取組を実施。

○水産資源管理・・・

・ 藻場の創出、保全 ・ 漁場の監視
植樹等

（億円）

4067

3236

26522827

30443000

3500

4000
・ 産卵礁の設置
・ 種苗の放流

・ 植樹等
※（出典）水産庁HP

2652

2199
2025

2336

1938
1558

1417
1014 936

1500

2000

2500

○ 藻場づくり ○ 産卵礁の設置1014 936 860 691 628
594

60 87 40 23 13 13
0

500

1000

Ｓ６０ Ｈ２ H7 H12 H17 H18

○高付加価値化・・・
地域ブランド化、
無農薬等「安全・安心」

産卵礁 設置

Ｓ６０ Ｈ２ H7 H12 H17 H18
農林水産業計 水産業 農業 林業

○離島における農林水産業生産額の推移 ※（出典）離島統計年報2008

無農薬等「安全 安心」

○高級干物「灰干し」を開発（岡山県・北木島）

農林水産業の生産額の推移を見る
と、H２年のピーク時から、H１８年に

は、約半減しており、離島における農

○販路拡大 ・・・
アンテナショップの
設置、ネット販売、は、約半減しており、離島における農

林水産業の低迷が喫緊の課題。
設置、ネット販売、
スーパー・コンビニ
等企業との協同

○島内生産しいたけの販路拡大（島根県・島後）
17



農林水産業の振興②（アンケート調査結果）

■産業について これまでの重点的な取組として 「水産資源管理」「高付加価値化（ブランド化等含む）」「地域資源を■産業について、これまでの重点的な取組として、「水産資源管理」「高付加価値化（ブランド化等含む）」「地域資源を
活かした特産品の開発」等が行われてきた。
■今後の取組としては、「高付加価値化」「担い手への取組支援」「水産資源管理」「地域資源を活かした特産品の開
発」「販路拡大」等の意向が大きい。
■また 国の支援の期待については「担い手への取組支援」「水産資源管理」等 が大きい

これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

■また、国の支援の期待については「担い手への取組支援」「水産資源管理」等 が大きい。

Ｎ=62自治体（「産業」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

Ｎ=82自治体（「産業」

を５位以内として回答
した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=50自治体（「産業」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

0 10 20 30 40 50 60 0 10 20 30 40 50 60 0 10 20 30 40 50 60
（件数） （件数） （件数

10

7

9

1

0 10 20 30 40 50 60

生産効率の

向上

生産物の質の

向上

荒廃地、耕作放棄地

の利活用

森林管理産
業
（生

産
）

9

5

8

3

生産効率の

向上

生産物の質の

向上

荒廃地、耕作放棄地

の利活用

森林管理産
業
（生

産
）

12

4

1

1

0 10 20 30 40 50 60

生産効率の

向上

生産物の質の

向上

荒廃地、耕作放棄地

の利活用

森林管理産
業
（生

産
）

1

38

19

3

22

森林管理

資源管理

担い手への

取り組み支援

その他

販路拡大

農
林
水
産

39

51

1

38

資源管理

担い手への

取り組み支援

その他

販路拡大

農
林
水
産 1

24

27

3

14

森林管理

資源管理

担い手への

取り組み支援

その他

販路拡大

農
林
水
産

22

29

10

28

6

販路拡大

高付加価値化

地産地消

地域資源を活用した

特産品の開発

新技術等の導入業
（流

通
）

38

58

9

39

6

販路拡大

高付加価値化

地産地消

地域資源を活用した

特産品の開発

新技術等の導入業
（流

通
）

14

14

3

16

7

販路拡大

高付加価値化

地産地消

地域資源を活用した

特産品の開発

新技術等の導入業
（流

通
）

6

2

0

4

新技術等の導入

・開発

加工場等の企業誘致

農林水産業等

体験施設の利用

輸送コスト等

生産コスト縮減

農
林

水
産
業 6

1

0

6

0

・開発

加工場等の企業誘致

農林水産業等

体験施設の利用

輸送コスト等

生産コスト縮減

その他

農
林
水
産 7

1

0

15

新技術等の導入

・開発

加工場等の企業誘致

農林水産業等

体験施設の利用

輸送コスト等

生産コスト縮減

農
林

水
産
業

※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、
「産業」を上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。

1

1

その他

その他
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自然エネルギー等の活用による産業振興等

自然エネルギーを活用している離島

自然エネルギーを活用して発電している

自然エネルギ を活用している離島

自然エネル

ギーで発電
7%

自然エネル

離島は全体の７％（１９島）のみ(19島)
自然エネル

ギーを活用

していない
93%

(238島） ・ 水力発電 ・ 地熱発電
等

(

○自然エネルギーを活用して発電を行っている離島

・ 風力発電 ・ 太陽光発電等

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

○マイクログリッドシステムの概要

九州電力が資源エネルギ 庁の支援を

マイクログリットシステムに係る実証試験（鹿児島県・黒島）

九州電力が資源エネルギー庁の支援を

受けて、鹿児島県の黒島の離島におい

て、新エネルギー等の発電施設をネットて、新 ネルギ 等の発電施設をネット

ワーク化した効率的で小規模な電力供

給網であるマイクログリッドシステムの構

資源エネルギー庁「離島における新エネルギー導入グランドデザイン」より
築のための実証試験を実施。
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生活環境の整備①

安定的な水の供給・処理安定的な水の供給 処理

98.5% 97.4%
83.7%

80.0%

100.0%

○離島の水道普及率は全国と同程度

○一方、離島の汚水処理人口普及率は

全国の約84％に対し約40％で低い
39.5%

40.0%

60.0%
離島

全国

○水道普及率及び汚水処理人口普及率の状況（離島・全国 H19)

引き続き、地域の実情にあった
下水道等の整備の推進が重要

0.0%

20.0%

水道普及率 汚水処理人口普及率

○水道普及率及び汚水処理人口普及率の状況（離島 全国 H19)

廃棄物・リサイクルの取組

下水道等の整備の推進が重要
（出典）国土交通省離島統計年報2008

島の取組
そのような中、

島内に処理施設が
ない場合や 島外

・半数近い離島においてリサイクルやゴミ減量化等の取組を実施。

・一方 ゴミの多くを島外へ搬出せざるをえない状況もある

島の取組

ない場合や、島外
へのリサイクル品の
移出には、本土へ
の搬送費が課題と

・一方、ゴミの多くを島外へ搬出せざるをえない状況もある。

自動車リサイクル 家電リサイクルについて海上輸送費の負担

離島への支援

の搬送費が課題と
なっている。

・自動車リサイクル、家電リサイクルについて海上輸送費の負担
の軽減を行う支援措置が講じられている。
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生活環境の整備②

海岸漂着物対策への取組海岸漂着物対策への取組

取組有
68%

(172島）

取組無
32%

(89島）

島内
17%

(( 島）

島外
73%

清掃活動を実施している離島のうち約73％がゴミを島外に搬出。搬出経費も課題。

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

○海岸漂着物対策の取組の状況 ○海岸清掃活動を実施している離島におけるゴミの処理
先

371人
380人

10

12

350

400

海岸漂着物対策の取組事例 （新潟県粟島浦村 粟島）
（人） （ｔ）

6t

7.8t302人

6

8

10

150

200

250

300

ゴミ収集量

2.3t

0

2

4

0

50

100

150
参加者

○粟島クリーンアップ清掃状況

H20
（H20.7.13)

H21
(H21.6.21)

H22
(H22.6.20) ・ H20年より毎年参加者は３００人以上

・ 外国からの漂着ごみもある。
○クリーンアップ参加者数とゴミ収集量※（出典）H22国土交通省離島振興課調べ
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医療の確保・充実①

離島における医療の状況離島における医療の状況

医師有離

医師不在

離島 ●医師確保等が喫緊の課題。

○離島全体の医師不在割合（H19)

医師有離

島58%
(149島)

42%
(109島)

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

●医師数は増えているものの、常勤医師の減

少を非常勤医師で補う事例 がみられる

Ｈ１４年度
(A)

Ｈ１９年度
(B)

(B)-(A)

医療施設 ５８８ ５７４ △１４
医師数 ６９５ ７５４ ５９

○ 医療施設等の状況

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ 少を非常勤医師で補う事例 がみられる。

●医師が常駐しない離島（離島全体の42%)で
うち常勤医師数 ５２９ ５２５ △４
うち非常勤医師

数
１６６ ２２９ ６３

歯科医師数 ２１７ ２０３ △１４
うち常勤医師数 １９３ １８７ △６

うち非常勤医師 ２４ １６ △８

の定期的な巡回診療、遠隔医療等と併せて引

き続き離島医療の充実に努める必要がある。

ポ
ヘリポー

数

離島における救急医療の状況

○ ポ 設置離島ヘリポート

未設置離

島数
62%

(161島)

ト設置離

島数
38%

(100島)

○ヘリポート設置離島

Ｈ１４年度：８８島

○離島全体のヘリポート設置割合（H20)
（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

⇒Ｈ２０年度：１００島に増加
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医療の確保・充実②（アンケート調査結果）

■医療において これまでの重点的な取組については 医療施設の充実として「診療所や機材の更新等」や医師の確保としての取組等■医療において、これまでの重点的な取組については、医療施設の充実として「診療所や機材の更新等」や医師の確保としての取組等
が行われてきた。
■今後の取組及び国への支援の期待については、医療施設の充実として「診療所や機材の更新等」、「医師登録制度」など医師確保とし
ての取組に対する意向や期待が大きい。

Ｎ=54自治体（「医療」 Ｎ=74自治体（「医療」 Ｎ=83自治体（「医療」
これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

Ｎ=54自治体（「医療」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

Ｎ=74自治体（「医療」

を５位以内として回答
した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=83自治体（「医療」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

10

0 10 20 30 40

情報発信6

0 10 20 30 40

情報発信

（件数） （件数） （件数）

9

0 10 20 30 40

情報発信10

21

2

32

情報発信

医師登録制度

現地視察

その他

診療所の設備

医
師
の

確
保

6

2

1

23

情報発信

医師登録制度

現地視察

その他

診療所の設備

医
師
の

確
保

9

25

2

26

情報発信

医師登録制度

現地視察

その他

診療所の設備

医
師

の
確

保

40

12

4

5

診療所の設備

の更新等

遠隔医療の整備

その他

運営主体の

見直し

医
療
施
設
の

充
実

体
制

36

7

2

2

診療所の設備

の更新等

遠隔医療の整備

その他

運営主体の

見直し

医
療
施
設
の

充
実

体
制

36

12

2

0

診療所の設備

の更新等

遠隔医療の整備

その他

運営主体の

見直し

医
療
施
設

の
充

実
体
制

1

4

7

11

その他

ヘリポートの設置

ドクターヘリの

整備

救急艇の整備

運
営

体
急
時

隊
御
う

4

4

9

12

その他

ヘリポートの設置

ドクターヘリの

整備

救急艇の整備

運
営

体
急
時

隊
御
う

2

7

7

8

見直

その他

ヘリポートの設置

ドクターヘリの

整備

救急艇の整備

運
営
体

急
時

隊
御

う

11

4

12

4

救急艇の整備

その他

島外医療受診時

の運賃補助

島外での

出産費補助

緊
急

民
等
へ
の

支
援

12

3

8

6

救急艇の整備

その他

島外医療受診時

の運賃補助

島外での

出産費補助

緊
急

民
等
へ
の

支
援

8

2

19

11

救急艇の整備

その他

島外医療受診時

の運賃補助

島外での

出産費補助

緊
急

民
等
へ

の
支

援
※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、
「医療」を上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。 23

2

6

その他

その他

住
民

そ
の
他

2

3

その他

その他

住
民

そ
の
他

0

6

その他

その他

住
民

そ
の 他



高齢者の福祉その他福祉の増進①

介護保険施設の状況

島内に施設有
29%

(76島)
島内に施設無

71%
(185 島)

介護保険施設の状況
○１８５島で（全体の７１％）で

介護保険施設の整備がされていない
( 島)

○島内で介護保険施設が整備されている離島の割合

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

介護保険施設の不足等により島民が利用できない場
合は島外の施設でサービスを受けている場合がある。

・ 島外での介護保険サービスのための運賃補助
＜ＮＰＯ法人による事業 愛媛県・弓削島＞

○福祉分野への行政の支援

○ＮＰＯ法人等による

・ 本土から来る介護事業者への運賃補助

・ 福祉サービス船による介護サービスの提供

○ＮＰＯ法人等による

デイ・サービス、廃園幼

稚園を活用した社会福
福祉サ ビス船による介護サ ビスの提供

＜Ｉターン者による介護サービス事業 山形県・飛島＞ ＜多世代が活用可能な事業展開 高知県・沖ノ島＞

祉関連事業の展開。
○デイ・サービス利用状況

○本土から移住したＩター

ン者による介護保険事業

所が開設され、新たに訪

○高齢者デイサービス
センターと託児所をセッ
トにした「あったかふれ

問介護サービスを開始
あいセンター」を開設

○高齢者と幼児のふれあい○Ｉターン者による訪問介護サービス
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高齢者の福祉その他福祉の増進②（アンケート調査結果）

■福祉において、これまでの重点的な取組については、「本土から来る介護事業者への運賃補助」等が行われてきた。福祉 お 、 れま 点的な取組 、 本 来る介護事業者 運賃補助」等 行われ き 。
■今後の取組については、サービス内容の工夫として「訪問介護等の提供」、「本土から来る介護事業者への運賃補助」「老人ホーム等
の設置」等に対する意向が大きい。
■国への支援の期待については、「老人ホーム等の設置」「サービス提供者の開設支援」、利用者への支援として「当該介護者への運賃
補助」等が期待されている。

これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

Ｎ=32自治体（「福祉」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

Ｎ=51自治体（「福祉」

を５位以内として回答
した自治体数）
※複数回答可

Ｎ=40自治体（「福祉」

を５位以内として回答し
た自治体数）
※複数回答可

0 5 101520253035 0 5 101520253035 0 5 101520253035
（件数） （件数） （件数）
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情報発信

資格研修に
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その他
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の
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、

0

9

1
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情報発信

資格研修に
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その他
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の設置
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の
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保
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情報発信

資格研修に

対する支援

その他

老人ホーム等

の設置

事業者へ未利用

福
祉
士
等
の

確
保

、

1

3

2

7

事業者へ未利用

施設を貸与

託児所等と

複合施設の開設

その他

訪問介護等

の提供

施
設
の
充

実
、

有
効
利
用

内
容
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1

6

31

事業者へ未利用

施設を貸与

託児所等と

複合施設の開設

その他

訪問介護等
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施
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の
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実

有
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用

内
容

1
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事業者へ未利用

施設を貸与

託児所等と

複合施設の開設

その他

訪問介護等
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実
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用
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容

1

4

5

2

福祉サービス船の

介護サービス

その他

島外介護受診者

への運賃補助

その他
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ス
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利
用
者
へ
の
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援

4
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福祉サービス船の

介護サービス
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島外介護受診者

への運賃補助
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ス
内

の
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利
用
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へ
の
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※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、
「福祉」を上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。

5その他

利
そ
の 他 7その他

利
そ
の 他 4その他

利
そ
の 他
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教育及び文化の振興

小・中学校の状況小 中学校の状況

小学校

無 35%

H14～20年度間の廃校の状況小・中学校の有無

○小学校：約１１%（４３校）無 35%
(90島)小学校

有 65%
(171島)

中学校

無 51%
(133島)

中学校

有 49%
(128島)

○小学校：約１１%（４３校）

○中学校：約 ９%（２２校）

○離島の小学校有無割合（H20)
○離島における学校の維持を含めた
教育体制の確保が喫緊の課題

○小中学校の統廃合に伴う地域コミュ
ニティとしての機能の低下が懸念

○離島の中学校有無割合（H20)
（出典）H22国土交通省離島振興課調べ（出典）H22国土交通省離島振興課調べ

ニティとしての機能の低下が懸念

高等学校の教育環境

高校有

●島内に高校のある離島は約１０％で
あるため、他の離島及び本土の高校
に通学している生徒が非常に多い高校無

高校有
10%

（27島）

に通学している生徒が非常に多い。

●そのため通学に係る家計に対する負
担が依然として大きい

高校無
90%

（234島）

担が依然として大きい。
○ 離島の高等学校有無割合（H20）

（出典）H22離島振興課調べ
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観光・交流①

離島の観光客の推移

12,747

10,996
11,610

10,733
10,26212,000

14,000
（千人）

○全体の傾向として、離島の観

離島の観光客の推移

4,068

7,276

10,262

8,311
7,689 7,824

7,204 7,260
6,085

4,796 4,874 4,6386,000

8,000

10,000

観光客数

光客数及び延宿泊者数は、

年々減少している。

○離島航路の減便や廃止等もあ

0

2,000

4,000

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H18

観光客数

延宿泊者数

○離島航路の減便や廃止等もあ

り離島の観光をとりまく状況は

依然厳しい。

○観光客を対象と た体験

観光・交流の取組状況

○離島の観光客の推移（S40～H18) （出典）離島統計年報2008

依然厳しい。

体験ツ

アー無
49%

(127島)体験ツ

○観光客を対象とした体験ツ

アー、修学旅行の受け入れ

等が促進。

受入無
74%

(193島)

受入有
26%

(68島)

体験ツ

アー有
51%

(134島)

等が促進。(193島)

○民間との連携、島同士の連

携等の取組も始められている。
○観光体験ツアーを実施する離島の割合 ○修学旅行受入実施の離島の割合

（出典）H22国土交通省離島振興課調べ （出典）H22国土交通省離島振興課調べ

携等の取組も始められている。

27



観光・交流②（アンケート調査結果）
■観光・交流において、これまでの重点的な取組については、「自然体験・交流体験の実施」「パンフレットの作成」「観光客向けの施設の整備」等が
行われてきた

今後特 国から 支今後特に重点取組を

行われてきた。
■今後の取組については、 「自然体験・交流体験の実施」「観光客向けの施設の整備」、また情報発信として「ホームページの整備」等に対する意向
が大きい。
■なお、国の支援に対する期待は、相対的に低い。

Ｎ=88自治体（「観光・ Ｎ=91自治体（「観光・ Ｎ=31自治体（「観光・
これまでに特に重点
的に取組んだ内容

今後特に国からの支
援を期待する内容

今後特に重点取組を
する内容

交流」を５位以内として
回答した自治体数）
※複数回答可

交流」を５位以内として
回答した自治体数）
※複数回答可

交流」を５位以内として
回答した自治体数）
※複数回答可
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53
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※本グラフは、「これまで特に重点的に取り組んだ内容」「今後特に重点取組をする内容」「今後特に国からの支援を期待する内容」各々について、「観光・交流」を
上位５位以内として回答した自治体のうち、その内訳項目の回答（複数回答可）を合算したものである。
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国土保全施設等の整備

ハード面の取組の状況

未対策 87%

対策実施
13%

(932ヶ所)

ハ ド面の取組の状況

○離島における土砂災害危険箇所
に対するハ ド整備率は１３％未対策 87%

(6236ヶ所)
に対するハード整備率は１３％。

○離島と全国 土砂災害危険個所 対策割合 離島の安全・安心な暮らしの確保○離島と全国の土砂災害危険個所の対策割合

※離島における有効回答数は（２１８島/２６１島）

離島の安全・安心な暮らしの確保
のため、今後も国土保全事業等の
推進に取り組む必要がある。（参考）全国における土砂災害危険箇所の対策が講じられた

割合は２４％（H19)

ソフト面の取組の状況

87 87
76 74 7480

100
（％）

○ほとんどの離島において防災・減
災活動の取組が行われている。

59
76 74 74

20

40

60

80

離島

全国

今後は、ハード及びソフト対策によ
り 災害発生時の避難対応 防災・減

0

20

防災伝達手段

が有る

自主防災組織

の組織率

ハザードマップ

を作成し、防災

活動を実施

全国

※離島における有効回答数は（２１８島/２６１島）

※全国データは、消防庁調べ（防災無線）、総務省資料（自主防災組）、国土交通
省資料（ハザードマップ）より抜粋

○ソフト対策の取組の状況（離島・全国）（H20)

り、災害発生時の避難対応、防災 減
災の仕組づくりが重要である。

活動を実施
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国境周辺に位置する離島について

■有人離島を有する地方公共団体のうち ９割以上の地方公共団体が 国境周辺に位置する離島とその他の離■有人離島を有する地方公共団体のうち、９割以上の地方公共団体が、国境周辺に位置する離島とその他の離
島の役割に違いがあるとしている。
■国境周辺に位置する離島の役割は「領海・排他的経済水域の確保」が最も多く、次いで「国境管理（不法入国管
理等の治安の維持）」「海洋資源利用」「海上の安全確保」と続いている。
■有人離島を有する地方公共団体のうち ２割以上の地方公共団体が国境周辺に位置する離島特有の問題が

○国境周辺に位置する離島とその他の離島の役割に違いがあるか

■有人離島を有する地方公共団体のうち、２割以上の地方公共団体が国境周辺に位置する離島特有の問題が
発生しているとしており、その問題として「漂流・漂着物の処分」が最も多く、次いで「漁船操業時の外国船とのトラ
ブル」「外国由来の大気汚染等の環境の変化」と続いている。

8%

違いある

○国境周辺に位置する離島とその他の離島の役割に違いがあるか

92％

78％

0％ 10％20％30％40％50％60％70％80％90％100％

領域・排他的経済水域等の確保

国境管理（例：不法入国管理等の治安の維持）

92%

違 あ

違いない

N=133自治体

78％

63％

62％

28％

27％

国境管理（例：不法入国管理等の治安の維持）

海洋資源の利用（例：水産資源、海底資源の等の…

海上の安全確保（例：船舶航行の目印、避難港等）

自然環境の保全

歴史文化・国際交流の拠点

○国境周辺に有人離島特有の問題が発生しているか

N=133自治体

0件 5件 10件 15件 20件 25件 30件

27％

3％

歴史文化・国際交流の拠点

その他

22%
問題あり

問題なし N 29自治体

26件

6件

5件

漂流・漂着物の処分…

漁船操業時の外国船…

外国由来の大気汚染等…
78%

N=133自治体

N=29自治体
（※問題有りと回答した
自治体。複数回答有）

5件

2件

2件

外国由来の大気汚染等

外国船入港・係船時の…

その他


